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１．はじめに 

 近年、豪雨災害は毎年のように、日本全国にわたって

発生している。豪雨災害が激甚化、そして頻発化する中

で、災害に強い道路ネットワークを構築するために、被

災をうけやすい橋梁が有する構造諸元や河川特性など

（以下、河川特性など）を明らかにし、優先順位を付け

て対策を実施していくことが求められる。 

 既設橋梁基礎の洗掘対策の必要性を評価する手法の

一つとして、道路防災点検が行われている。その点検で

は、安定度調査表 1)（図-1）が用いられるが、対策の必

要性を判定する総合評価（図-1 下段）には明確な判定

基準が無く、また、各項目における配点（図-1 上段・

中段）の根拠も必ずしも明確ではない。以上のことか

ら、統計的な根拠に基づいた評価ができる手法を確立

し、既設橋梁基礎の洗掘対策実施のための優先順位づ

けの精度を向上させる必要がある。 

 本報告は、その精度を向上させる手法の一つとして、

対策が必要と考えられる橋梁をスクリーニングするた

めに、被災をうけやすい橋梁は、どのような河川特性な

どを有しているのかを調査した結果をまとめたものである。 

２．被災割合分析のための橋梁データ収集 

 被災をうけやすい橋梁が有する河川特性などについて調査するため、過去に被災をうけた橋梁（以下、被災

あり橋梁）と被災をうけていない橋梁（以下、被災なし橋梁）のデータを収集し、定量的に示せる河川特性な

どに着目して被災割合を分析した。 

 被災あり橋梁については、平成 23 年から平成 28 年までの災害査定資料などで洗掘により被災をうけたと

される橋梁及び平成 30 年と令和元年の台風や豪雨で被災をうけた橋梁のデータを収集した。データ数は合計

で 214 橋梁となった。被災なし橋梁については、被災あり橋梁と同等の外力（洪水など）を経験した橋梁で河

川特性などのみを比較する必要があると考えたため、被災あり橋梁と同一水系内に位置する橋梁を抽出する

こととした。データ数は 445 橋梁となった。 

 なお、被災割合の分析に際し、「橋台もしくは橋脚に倒壊や流出または沈下や傾斜が生じた橋梁」を被災橋

梁の定義とした。被災あり橋梁 214 橋梁のうち、この定義に該当する橋梁は 102 橋梁であった。 

３．定量的に示せる河川特性などに着目した被災割合の分析 

 建設年次と被災割合の関係を図-2 に示す。1945 年以前は被災ありの割合が大きく、それ以降の被災ありの 

割合は減少傾向にあることが確認できた。1976 年以降は、さらに被災ありの割合が減少傾向にある。これは 
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図-1 安定度調査表（一部抜粋）1) 
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1976 年に河川管理施設等構造令が制定され、橋脚の形状

や基礎の根入れ深さなどが示されたことが理由の一つと

考えられる。1996 年以降では、被災ありの割合がゼロに

近くなっている。これは 1994 年に工作物設置許可基準が

制定され、水衝部などが橋梁の設置には不適当な箇所で

あること等が示されたことが理由の一つと考えられる。 

 図-3 には、河積阻害率と被災割合の関係を示す。河積

阻害率とは、計画高水位位置の河川幅に対する橋脚幅の

占める割合のことを指す（図-4）。河積阻害率が 5%以上

で被災ありの割合が増加していることが確認できた。

1978 年に刊行された解説・河川管理施設等構造令 2)では、

河積阻害率は原則として 5%以内が目安とされているが、

概ね妥当な値であると考えられる。 

 また、図-5 には建設年次と平均河積阻害率の関係を示

す。このグラフは横軸に記された年代ごとの平均河積阻

害率を示しており、被災あり及び被災なし全数における

平均値である。1946 年以降、河積阻害率は小さくなって

いることが確認できた。図-3 より、河積阻害率が 5%以

下である方が被災ありの割合は小さくなっていることか

ら、図-2 において、1946 年以降で被災ありの割合が急激

に減少していることは、戦後(1945 年)以降、橋梁の架橋

機材や工法が急速に進歩した 3)ことで、支間長を大きく

することが可能となり、河積阻害率を小さくすることが

可能となったためであると考えられる。 

 架橋位置における河道の湾曲角度（図-6）については、

角度が大きくなるほど被災ありの割合が増加しているこ

とが確認できた。 

４．おわりに 

 前項で示した以外の定量的に示せる河川特性などにつ

いても同様に被災割合を分析した結果、以下に示す河川

特性などを有する橋梁で被災をうけている割合が大きい

ことが確認できた。 

・建設年次：河川管理施設等構造令制定(1976 年)以前の 

橋梁、特に 1945 年以前の橋梁 

・河積阻害率：5%以上の橋梁 

・湾曲角度：概ね 90°以上の橋梁 

・河床勾配：概ね 1/250 以上の橋梁 

 今後は、河川特性などを変数とした判定手法を確立し、

その判定結果から被災する可能性が高い順に整理して対

策実施の優先順位を付ける手法についても提案する。 
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図-2 建設年次と被災割合の関係 

 
図-4 河積阻害率(%)=｛(D1+D2)/ B｝×100 

 
図-5 建設年次と平均河積阻害率の関係 

 
図-3 河積阻害率と被災割合の関係 

 
図-6 河道の湾曲角度(θ) 
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